
論点別過去問題集の使い方 

 
１ この過去問題集は、平成 24年度～令和５年度の行政書士試験の「民

法」について論点別に編集してあるので、自分が理解できているのか

の確認が可能です。 
 

２ マルチパステキストの「chapter」に対応していますので、テキスト

で学習後、該当の chapter で過去問を解くことにより復習をしていっ

てください。 

 

３ 一問一答形式に分解して編集されており、その論点からのどのくら

い出題されているのかがわかり、試験傾向をつかめます。 

 

４ 項目と各問ごとに重要度を★印で３段階で表示しています。★印の

多いほうが重要度が高いことを示しています。 
 
５ 項目欄の 〼 〼 〼 〼 〼 は、復習する時期の目安を表示し

ています。日付等を記載の上ご利用下さい。 
 

６ 解説ではキーワードを赤字にしていますので、出題ポイントを的確

に把握できます。また、特に理解を深めてもらいたいところについて

は、   ポイント整理として、ポイントを掲載していますので、活

用してください。 
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１ ★★★ □□□□□ 

 胎児に対する不法行為に基づく当該胎児の損害賠償請求権について

は、胎児は既に生まれたものとみなされるので、胎児の母は、胎児の出

生前に胎児を代理して不法行為の加害者に対し損害賠償請求をするこ

とができる。（Ｈ24-27-1） 

 

２ ★★★ □□□□□ 

 成年後見人は、正当な事由があるときは、成年被後見人の許諾を得て、

その任務を辞することができるが、正当な事由がないときでも、家庭裁

判所の許可を得て、その任務を辞することができる。（Ｈ24-27-3） 

 

３ ★★★ □□□□□ 

 成年被後見人の法律行為について、成年後見人は、これを取り消し、

または追認することができるが、成年被後見人は、事理弁識能力を欠く

常況にあるため、後見開始の審判が取り消されない限り、これを取り消

し、または追認することはできない。（Ｈ24-27-4） 

 

４ ★★★ □□□□□ 

 後見開始の審判を受ける前の法律行為については、制限行為能力を理

由として当該法律行為を取り消すことはできないが、その者が当該法律

行為の時に意思能力を有しないときは、意思能力の不存在を立証して当

該法律行為の無効を主張することができる。（Ｈ24-27-5） 

 

５ ★★★ □□□□□ 

 家庭裁判所が後見開始の審判をするときには、成年被後見人に成年後

見人を付するとともに、成年後見人の事務を監督する成年後見監督人を

選任しなければならない。（Ｈ27-27-ア） 
 

  

自然人①～④★★★ 
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１ × 

 胎児は生きて生まれることを停止条件として、出生の時から権利能力

があるものとみなされるので、胎児の母は、胎児の出生前に胎児を代理

して不法行為の加害者に対し損害賠償請求をすることができない（阪神

電鉄事件。大判昭７・10・６）。 
２ × 

 後見人は、正当な事由があるときは、「家庭裁判所の許可」を得て、

その任務を辞することができるが（民法844条）、成年被後見人の許諾を

得て、その任務を辞することはできない。 

３ × 

 成年被後見人の法律行為は、日用品の購入その他日常生活に関する行

為を除き、これを取り消すことができる（民法９条）。この取消しは、

成年後見人も成年被後見人もすることができる（民法120条１項）。した

がって、後見開始の審判が取り消されことを要しない。 

４ ○ 

 意思能力のない者のした行為は無効である（民法３条の２）。したが

って、法律行為の時に意思能力を有しないときは、意思能力の不存在を

立証して当該法律行為の無効を主張することができる。 

５ × 

 家庭裁判所は、後見開始の審判をするときは、成年後見人を選任しな

ければならないが、成年後見監督人については、必要があると認めると

きは、選任することができるとされている（民法843条１項、849条）。 

  

自然人①～④ 解説  Chapter 

2~5 
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６ ★★★ □□□□□ 

 被保佐人がその保佐人の同意を得なければならない行為は、法に定め

られている行為に限られ、家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求があっ

たときでも、被保佐人が法に定められている行為以外の行為をする場合

にその保佐人の同意を得なければならない旨の審判をすることはでき

ない。（Ｈ27-27-イ） 

 

７ ★★★ □□□□□ 

 家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求によって、被保佐人のために特

定の法律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をすること

ができるが、本人以外の者の請求によってその審判をするには、本人の

同意がなければならない。（Ｈ27-27-ウ） 

 

８ ★★★ □□□□□ 

 家庭裁判所は、本人や配偶者等の請求により、補助開始の審判をする

ことができるが、本人以外の者の請求によって補助開始の審判をするに

は、本人の同意がなければならない。（Ｈ27-27-エ） 

 

９ ★★★ □□□□□ 

 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人または被補助人

であるときは、家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始または補助開始

の審判を取り消す必要はないが、保佐開始の審判をする場合において、

本人が成年被後見人であるときは、家庭裁判所は、その本人に係る後見

開始の審判を取り消さなければならない。（Ｈ27-27-オ） 
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６ × 

家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求があったときは、保佐人の同意

を得なければならない行為（13条１項）以外の行為をする場合であって

も、保佐人の同意を得なければならない旨の審判をすることができる

（民法13条２項本文）。 
７ ○ 

 家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求によって、被保佐人のために特

定の法律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をすること

ができる（民法876条の４第１項）。ただし、本人以外の者の請求によっ

てその審判をするには、本人の同意がなければならない（民法876条の

４第２項）。 

８ ○ 

 家庭裁判所は、本人や配偶者等の請求により、補助開始の審判をする

ことができるが、本人以外の者の請求によって補助開始の審判をするに

は、本人の同意がなければならない（民法15条１項、２項）。 

９ × 

 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人又は被補助人で

あるときは、家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始又は補助開始の審

判を取り消さなければならない（民法19条１項）。現在受けている審判

と重複しないようにするためである。 
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10 ★★★ □□□□□ 

Ａが自己所有の甲土地をＢに売却する旨の契約（以下、「本件売買契

約」という。）が締結された。この場合に関して、Ａは未成年者であっ

たが、その旨をＢに告げずに本件売買契約を締結した場合、制限行為能

力者であることの黙秘は詐術にあたるため、Ａは未成年者であることを

理由として本件売買契約を取り消すことはできない。（Ｈ26-28-5） 
 

11 ★★★ □□□□□ 

 保佐人は、民法が定める被保佐人の一定の行為について同意権を有す

るほか、家庭裁判所が保佐人に代理権を付与する旨の審判をしたときに

は特定の法律行為の代理権も有する。（Ｒ2-27-2） 
 
12 ★★★ □□□□□ 

 家庭裁判所は、被補助人の特定の法律行為につき補助人の同意を要す

る旨の審判、および補助人に代理権を付与する旨の審判をすることがで

きる。（Ｒ2-27-3） 
  



 

－7－ 

 

  

自 

然 

人 

①
～
④ 

10 × 

単に制限行為能力者であることを黙秘しただけでは詐術に当たらな

い（最判昭44・２・13）。 
11 ○ 

 被保佐人が一定の行為をするには、その保佐人の同意を得なければな

らない（民法13条１項）。そして、家庭裁判所は、第11条本文に規定す

る者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求によって、被保佐人のために

特定の法律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をするこ

とができる（民法876条の４第１項）。 

12 ○ 

 家庭裁判所は、第15条１項本文に規定する者又は補助人若しくは補助

監督人の請求により、被補助人が特定の法律行為をするにはその補助人

の同意を得なければならない旨の審判をすることができる（民法17条１

項）。そして、家庭裁判所は、第15条１項本文に規定する者又は補助人

若しくは補助監督人の請求によって、被補助人のために特定の法律行為

について補助人に代理権を付与する旨の審判をすることができる（民法

876条の９第１項本文）。 
  



 

－8－ 
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①
～
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13 ★★★ □□□□□ 

 被保佐人が保佐人の同意を要する行為をその同意を得ずに行った場

合において、相手方が被保佐人に対して、一定期間内に保佐人の追認を

得るべき旨の催告をしたが、その期間内に回答がなかったときは、当該

行為を追認したものと擬制される。（Ｒ2-27-4） 
 

14 ★★★ □□□□□ 

 制限行為能力者が、相手方に制限行為能力者であることを黙秘して法

律行為を行った場合であっても、それが他の言動と相まって相手方を誤

信させ、または誤信を強めたものと認められるときは、詐術にあたる。

（Ｒ2-27-5） 
 

  



 

－9－ 
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①
～
④ 

13 × 

 制限行為能力者の相手方は、被保佐人又は被補助人に対して、一定の

期間内にその保佐人又は補助人の追認を得るべき旨の催告をすること

ができる。この場合において、その被保佐人又は被補助人がその期間内

にその追認を得た旨の通知を発しないときは、その行為を取り消したも

のとみなす（民法20条４項）。したがって、「追認したものと擬制される」

とする本問は誤り。 

14 ○ 

 行為無能力者（制限行為能力者）が、行為無能力者（制限行為能力者）

であることを黙秘していた場合でも、他の言動とあいまって、相手方を

誤信させ、又は誤信を強めたときは、詐術に当たるが、単に行為無能力

者（制限行為能力者）であることを黙秘しただけでは詐術に当たらない

（被保佐人の判例。最判昭44・２・13）。 

 

 

 

■制限行為能力者と契約をした相手方の催告権 

本人が行為能力

者となった後 

本人に催告し、その期間内に本人が確答を発しなか

ったときは、追認をしたものとみなされる（20条１

項）。 

本人が制限行為

能力者である間 
未成年者・ 

成年被後

見人 

この場合は、法定代理人に催告しなけ

ればならない（98条の２参照）。期間内

に法定代理人が確答を発しないとき

は、追認をしたものとみなされる（20

条２項）。 

被保佐人・ 

被補助人 
保佐人・補助人に催告した場合、期間

内に確答を発しないときは、追認をし

たものとみなされる（20条２項）。 

本人に対し保佐人・補助人の追認を得

るべき旨の催告をした場合、期間内に

追認を得た旨の通知を発しないとき

は、「取消し」をしたものとみなされる

（20条４項）。 
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